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 臨海副都心では、これまでも豊かな水辺環境を活かした都市開発
や、地域熱供給の導入など環境に配慮したまちづくりを推進

を目指し、
一般社団法人東京臨海副都心
により「 」を策定

（本戦略の検討体制）

 にぎわいやビジネスなど臨海副都心の特徴と脱炭素化を調和し、環境と
経済の好循環を実現するための軸となる理念を提示

 各特徴と脱炭素化を掛け合わせた将来像を複数設定



2019年
CO2排出量推計

エネルギー源別
CO2排出量(業務部門)

都市ガス

1.4
（5%）

地域
熱供給

4.5
(17%)

合計25.9 (万トン-CO2)

家庭部門

0.8

（3%）

運輸部門

1.7

（6%）

合計 (万トン-CO2)

 2019年のCO2排出量は、 ※

であり、そのうち約8割
がビル照明など電気使用によるもの

本戦略における臨海副都心のCO2排出量推計
エリアは、まちづくり協議会の会員企業が立地する
台場地区、青海地区及び有明南地区

※推計対象期間は2019年度



再生可能
エネルギー導入

水素利活用

• まちづくり協議会のWeb
サイトにて臨海副都心の
CO2排出量を公表

• 進捗を把握するとともに、
まちの取組姿勢をPR

• 土地処分を公募する際、
建築物を従来の省エネ
性能を上回るZEB※とする
ことを公募要件に位置付け

出典：環境省ZEB PORTAL

• 薄く、軽く、フレキシブルな
太陽電池「次世代型
ソーラーセル」の実装検証

• オフィスビル内などでの活用
を見据えた検証を開始

• 環境価値の調達に係る
進出事業者のニーズを
踏まえ、地域協働の取組
としてFIT非化石証書の
共同調達を実施

• 全国初となる地域熱供給
への水素混焼ボイラーの
実装に向けた技術開発

• 安全な貯蔵技術・供給
技術の研究開発も推進

• 臨海副都心での域内水素
供給に向け、研究機関・
民間企業・都で連携し、
共同溝等を活用した水素
配管新技術を開発

仲介事業者 証書

※ZEB Oriented等の適用も含めた
広義の「ZEB」をいう

画像提供：東芝エネルギーシステムズ㈱

画像提供：㈱ヒラカワ


